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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第103期

第３四半期
連結累計期間

第104期
第３四半期
連結累計期間

第103期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 26,117 26,908 37,335

経常利益 (百万円) 779 645 1,281

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 587 375 1,071

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 608 532 1,070

純資産額 (百万円) 21,721 22,140 22,183

総資産額 (百万円) 42,228 42,723 43,974

１株当たり四半期（当期）純利
益

(円) 58.28 37.43 106.30

自己資本比率 (％) 51.3 51.7 50.3

回次
第103期

第３四半期
連結会計期間

第104期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 26.61 6.58

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．平成29年10月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

なお、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益を算定

しております。

５．当社は株式給付信託（ＢＢＴ）を導入しております。信託に残存する自社の株式は純資産の部の自己株式に

含め、１株当たり四半期（当期）純利益の算出に当たっては控除しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動として、平成30年２月に設立し、同年４月に資本払込を行った片

倉（上海）農業科技有限公司が新たに当社グループに加わりました。

決算短信（宝印刷） 2019年02月14日 09時32分 2ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 2 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

肥料業界におきましては、国内需要が減少するなか政府は「農業競争力強化プログラム」に基づき生産資材価

格の引き下げや業界再編を促すための措置を講じております。当社最大の取引先であります全国農業協同組合連

合会においても、肥料価格の引き下げを目的とした「集中購買方式」による購入を今年度は対象品目を拡大して

実施しており、業界内の価格競争が激化するなか、縮小する市場の奪い合いに拍車がかかっております。

このような情勢の下、当社グループは2018年度を初年度とする中期経営計画（2018～2020年度）に基づき、次

世代にふさわしい企業基盤構築を目指し各施策に取り組んでおります。

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高26,908百万円（前年同期比3.0％増）、営業利益650百万円

（前年同期比14.8％減）、経常利益645百万円（前年同期比17.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益375

百万円（前年同期比36.1％減）となりました。

　

各セグメントごとの経営成績は、以下の通りであります。

肥料事業は、農業従事者の施肥労力を軽減する肥料や、土づくり効果を併せ持つ機能性肥料を中心とした営業

活動に努めた結果、売上高20,502百万円（前年同期比1.8％増）となりました。一方、集中購買品の受注獲得のた

め利幅を抑えた結果、受注増に繋がったものの利益が減少し、セグメント利益は898百万円（前年同期比21.6％

減）となりました。

化学品事業は、化粧品原料、飼料用リン酸カルシウムを中心に販売が好調に推移したことにより、売上高4,614

百万円（前年同期比10.2％増）、セグメント利益は315百万円（前年同期比21.4％増）となりました。

不動産事業は、オフィスビルや商業施設等、現状の賃貸物件により安定的に収益を確保したことにより、売上高

464百万円（前年同期比1.1％増）、セグメント利益は278百万円（前年同期比9.7％増）となりました。

その他の事業は、プラント施工事業の受注増により売上高2,153百万円（前年同期比2.1％増）となったものの、

ミャンマーにおける肥料生産販売事業の技術指導が昨年度で終了したことにより、セグメント損失は87百万円

（前年同期は80百万円の損失）となりました。

当第３四半期連結会計期間末（以下「当第３四半期末」という。）の資産の合計は42,723百万円となり、前連

結会計年度末（以下「前年度末」という。）に比べ1,251百万円減少しました。同じく負債の合計は、20,582百万

円となり、前年度末に比べ1,208百万円減少し、純資産の合計は22,140百万円となり、前年度末に比べ42百万円減

少しました。この結果、自己資本比率は前年度末の50.3％から51.7％となり、１株当たり純資産額は前年度末の

2,199.55円から2,227.70円となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。ま

た、新たな事業上及び財政上の対処すべき課題は生じておりません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は199百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,161,686 10,161,686
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 100株

計 10,161,686 10,161,686 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日

― 10,161 ― 4,214 ― 3,737

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 57,200

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,954,500 99,545 ―

単元未満株式 普通株式 149,986 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,161,686 ― ―

総株主の議決権 ― 99,545 ―

(注)１．「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が600株および「株式給付信託

（ＢＢＴ）」制度に関する資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）名義の株式が37,500株含まれて

おります。また、「議決権の数」欄には、完全議決権株式に係る議決権の数として、株式会社証券保管振替

機構名義の６個および資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）名義の375個が含まれております。

なお、当該議決権の数375個は、議決権不行使となっております。

２．「単元未満株式」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の60株及び当社保有の自己株式86株が含まれてお

ります。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
片倉コープアグリ株式会社

東京都千代田区九段北
１丁目8－10

57,200 ― 57,200 0.56

計 ― 57,200 ― 57,200 0.56

(注) 「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当

社株式37,500株は上記自己保有株式に含まれておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,744 3,008

受取手形及び売掛金 ※ 10,987 ※ 9,582

有価証券 3 3

商品及び製品 5,399 5,824

仕掛品 537 643

原材料及び貯蔵品 3,424 4,192

未収還付法人税等 3 －

その他 553 831

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 25,650 24,082

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,028 5,904

機械装置及び運搬具（純額） 2,371 2,396

土地 6,640 6,739

その他（純額） 509 589

有形固定資産合計 15,549 15,630

無形固定資産 141 104

投資その他の資産

その他 2,652 2,924

貸倒引当金 △19 △19

投資その他の資産合計 2,632 2,904

固定資産合計 18,323 18,640

資産合計 43,974 42,723
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 6,122 ※ 6,449

短期借入金 6,736 6,682

未払法人税等 594 70

賞与引当金 374 107

その他 2,533 2,258

流動負債合計 16,362 15,569

固定負債

長期借入金 855 513

役員退職慰労引当金 431 307

退職給付に係る負債 3,203 3,254

その他 937 938

固定負債合計 5,428 5,013

負債合計 21,791 20,582

純資産の部

株主資本

資本金 4,214 4,214

資本剰余金 9,905 9,905

利益剰余金 8,297 8,268

自己株式 △141 △312

株主資本合計 22,276 22,075

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 203 318

為替換算調整勘定 － △2

退職給付に係る調整累計額 △344 △297

その他の包括利益累計額合計 △140 17

非支配株主持分 47 47

純資産合計 22,183 22,140

負債純資産合計 43,974 42,723
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 26,117 26,908

売上原価 21,081 21,961

売上総利益 5,036 4,946

販売費及び一般管理費 4,272 4,295

営業利益 763 650

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 26 14

受取保険金 7 40

その他 59 68

営業外収益合計 93 123

営業外費用

支払利息 35 31

持分法による投資損失 － 2

災害による損失 35 84

その他 6 9

営業外費用合計 77 128

経常利益 779 645

特別利益

固定資産売却益 236 3

事業譲渡益 － 4

その他 11 －

特別利益合計 248 8

特別損失

固定資産除売却損 64 38

その他 － 9

特別損失合計 64 48

税金等調整前四半期純利益 962 605

法人税、住民税及び事業税 374 229

法人税等調整額 0 1

法人税等合計 374 230

四半期純利益 587 374

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 587 375
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 587 374

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 86 114

退職給付に係る調整額 △66 46

持分法適用会社に対する持分相当額 － △2

その他の包括利益合計 20 158

四半期包括利益 608 532

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 608 533

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △0
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、平成30年４月に資本払込を行った片倉（上海）農業科技有限公司を持分法

適用の範囲に含めております。

なお、同社の決算日は連結決算日と異なっており、持分法の適用にあたっては直近の四半期決算日の財務諸表

を使用することとしております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　１．原価差異の繰延処理

季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該

原価差異を繰り延べ処理しております。

　

　２．税金費用の計算

税金費用については、主に当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

　

　

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

（自己株式の取得）

当社は、平成30年９月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、実施いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

株主還元の強化及び資本効率の向上を図るとともに、将来の機動的な資本政策を可能とするため。

２．取得に係る事項の内容

(1)取得対象株式の種類 当社普通株式

(2)取得する株式の総数 170,000株（上限）

(3)株式の取得価額の総額 200,000,000円（上限）

(4)取得期間 自 平成30年10月１日 至 平成31年３月31日

(5)取得方法 自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）を含む市場買付

なお、以下の通り平成31年２月８日をもって取得を終了しております。

(1)取得した株式の種類 当社普通株式

(2)取得した株式の総数 170,000株

(3)株式の取得価額の総額 199,848,900円

(4)取得期間 自 平成30年10月１日 至 平成31年２月８日（受渡基準）

(5)取得方法 自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）を含む市場買付
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(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 34百万円 37百万円

支払手形 13 6

　

(四半期連結損益計算書関係)

　 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

　 当社グループの主力事業である肥料事業は、気象・天候によって需要量が変動するものの需要期に季節性があ

り、２月から４月にかけて需要が集中するため、第４四半期連結会計期間の売上高及び営業費用が他の四半期連

結会計期間の売上高及び営業費用に比べ増加する傾向にあります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の通りであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 903百万円 931百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 404 8 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 404 40 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

(注) １．平成29年10月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２．「配当金の総額」には株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（平成30年３月31日基準日：42,200株）に

対する配当金１百万円を含んでおります。

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)肥料 化学品 不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 20,099 4,050 451 24,601 1,516 26,117 ― 26,117

セグメント間の内部売上高
又は振替高

39 136 8 184 593 778 △778 ―

計 20,139 4,187 459 24,786 2,109 26,895 △778 26,117

セグメント利益又は損失(△) 1,145 259 254 1,659 △80 1,579 △815 763

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、食品、農産物及び物

資その他、プラント等の設計及び施工、運送業務等の各事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△815百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)肥料 化学品 不動産 計

売上高

外部顧客への売上高 20,472 4,420 456 25,349 1,558 26,908 ― 26,908

セグメント間の内部売上高
又は振替高

29 194 8 232 594 826 △826 ―

計 20,502 4,614 464 25,581 2,153 27,735 △826 26,908

セグメント利益又は損失(△) 898 315 278 1,492 △87 1,404 △754 650

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、食品、農産物及び物

資その他、プラント等の設計及び施工、運送業務等の各事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△754百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 58.28 37.43

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 587 375

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

587 375

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,086 10,030

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 平成29年10月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

なお、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額、普通株式

の期中平均株式数を算定しております。

３．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の

算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　 １株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間

20,920株、当第３四半期連結累計期間39,380株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成31年２月14日

片倉コープアグリ株式会社

取締役会 御中
　

監査法人 大手門会計事務所

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士 武川 博一 印

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士 中村 尋人 印

　

指定社員

業務執行社員
公認会計士 向井 真悟 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている片倉コープアグ

リ株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１

日から平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、片倉コープアグリ株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成31年２月14日 

【会社名】 片倉コープアグリ株式会社 

【英訳名】 Katakura & Co-op Agri Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    野 村      豊 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役執行役員財経本部長    清  水  達  也 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北一丁目８番10号 

【縦覧に供する場所】 片倉コープアグリ株式会社関越支店 

(千葉県袖ヶ浦市北袖13番地) 

片倉コープアグリ株式会社名古屋支店 

(愛知県名古屋市港区船見町６番地) 

片倉コープアグリ株式会社関西支店 

(兵庫県姫路市飾磨区細江1050番地) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



 
１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 野村 豊及び当社最高財務責任者 清水 達也は、当社の第104期第３四半期（自  平成30年10

月１日  至  平成30年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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